
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人　東北大学　の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事

  （非常勤）

  ②令和３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和３年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　　国立大学法人東北大学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するに
　　あたって、他の国立大学法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行
　　政法人等のほか、国・地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（東北
    大学約6,000人）や教育・研究事業で比較的同等と認められる、以下の法人等を参考とした。
　　　　(1) 国立大学法人（旧帝国大学）･･･当該法人は、同じ国立大学法人として教育・研究事
　　　　　　 業を実施しており、役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると、当法人と同
             水準と推定される。同様の考え方により、理事及び監事についても同水準と推定さ
　　　　　　 れる。
        (2) 事務次官年間報酬額･･･23,374,000円

　　当法人においては、期末特別手当において当該役員の業績評価に基づき、その額の１００
　　分の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額することができることとしている。

            役員報酬支給基準は、主に月額及び期末特別手当から構成されている。
            月額については、国立大学法人東北大学役員給与規程に則り、本給
　　　　　  （1,175,000円）に地域手当（70,500円）を加算して算出している。期末特別
　　　　　  手当についても、同規程に則り、期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋
　　　　　  本給×１００分の２５＋本給及び地域手当×１００分の２０）に１００分の
　　　　　　１６７．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の
　　　　　　在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。さらに、その額の１００分
　　　　　　の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額することができることとしている。

            役員報酬支給基準は、主に月額及び期末特別手当から構成されている。
            月額については、国立大学法人東北大学役員給与規程に則り、本給に地
　　　　　  域手当を加算して算出している。期末特別手当についても、同規程に則り、
   　　　   期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５＋本給及び
            地域手当×１００分の２０）に１００分の１６７．５を乗じて得た額に、基準日以
　　　　　　前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得
　　　　　　た額としている。さらに、その額の１００分の２５の範囲内でこれを増額し、
　　　　　　又は減額することができることとしている。

            非常勤役員報酬支給基準は、非常勤役員手当としている。非常勤役員手
　　　　　  当は、国立大学法人東北大学非常勤役員手当支給基準に則り月額とし、
            基準額を基本としている。
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監事

監事

  （非常勤）

            非常勤役員報酬支給基準は、非常勤役員手当としている。非常勤役員手
　　　　　  当は、国立大学法人東北大学非常勤役員手当支給基準に則り月額とし、
            基準額を基本としている。

            役員報酬支給基準は、主に月額及び期末特別手当から構成されている。
            月額については、国立大学法人東北大学役員給与規程に則り、本給に地
　　　　　  域手当を加算して算出している。期末特別手当についても、同規程に則り、
   　　　   期末特別手当基礎額（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５＋本給及び
            地域手当×１００分の２０）に１６７．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月
　　　　　　以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額とし
　　　　　　ている。さらに、その額の１００分の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額
　　　　　　することができることとしている。
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２　役員の報酬等の支給状況
令和３年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,936 14,100 5,990 846 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

16,884 10,740 5,476
644
24

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,175 10,740 4,654
644
136

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

16,312 10,740 4,928 644 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

7,928 5,056 2,353
290
 214
 12

（地域手当）
（広域異動手当）

（通勤手当）
R3.9.20 ◇

千円 千円 千円 千円

8,268 4,842 2,154
968
276
26

（地域手当）
（単身赴任手当）

（通勤手当）
R3.9.21 ◇

千円 千円 千円

16,089 10,740 4,654
644
50

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円

14,710 9,699 4,337
588
85

（地域手当）
（通勤手当）

R3.4.1

千円 千円 千円 千円

15,671 9,132 4,437
1,461

552
88

（地域手当）
（単身赴任手当）

（通勤手当）
◇

千円 千円 千円 千円

3,792 3,792
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

12,799 8,472 3,599
508
219

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,412 2,412
（　　　　）

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

注３：「前職」欄の「◇」は、役員出向者であることを示す。

A監事

F理事

B監事
（非常勤）

注２：「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給し
　　　ているものである。

D理事

E理事

G理事

H理事

H理事
（非常勤）

B理事

C理事

前職
就任・退任の状況

役名

法人の長

A理事

その他（内容）
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　法人の長

　理事

　理事（非常勤）
　　　　　　　理事に同じ

　　　　　　　東北大学は、建学以来の伝統である「研究第一」と「門戸開放」の理念を
　　　　　　　掲げ、世界最高水準の研究・教育を創造し、また、研究の成果を社会が
　　　　　　　直面する諸問題の解決に役立て、指導的人材を育成することによって、
　　　　　　　平和で公正な人類社会の実現に貢献することを使命としており、その使
　　　　　　　命をより高度に実現するために、「世界最高水準の知を創造」と「未来
　　　　　　　を拓く変革を先導」の取組みを、総長のリーダーシップの下で推進して
　　　　　　　いる。
　　　　　　　そうした中で、東北大学の理事は、総長の定めるところにより、総長を補
　　　　　　　佐して本学の業務を掌理する職務を担っている。
　　　　　　　理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
　　　　　　　55,053千円と比較した場合それ以下であり、また、事務次官の年間給与
　　　　　　　額23,374千円と比べてもそれ以下となっている。
　　　　　　　東北大学では、理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
　　　　　　　俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、理事の職務内容の特性
　　　　　　　は上記のとおりであり、これまでの各年度における業績評価の結果を勘
　　　　　　　案したものとしている。
　　　　　　　また、他の旧帝国大学の理事の報酬水準と同水準となっている。
　　　　　　　こうした職務内容の特性や旧帝国大学との比較を踏まえると、報酬水準
　　　　　　　は妥当であると考えられる。

　　　　　　　東北大学は、建学以来の伝統である「研究第一」と「門戸開放」の理念を
　　　　　　　掲げ、世界最高水準の研究・教育を創造し、また、研究の成果を社会が
　　　　　　　直面する諸問題の解決に役立て、指導的人材を育成することによって、
　　　　　　　平和で公正な人類社会の実現に貢献することを使命としており、その使
　　　　　　　命をより高度に実現するために、「世界最高水準の知を創造」と「未来
　　　　　　　を拓く変革を先導」の取組みを、総長のリーダーシップの下で推進して
　　　　　　　いる。
　　　　　　　そうした中で、東北大学の総長は、常勤職員数約6,000人の法人の代表
　　　　　　　として、その業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、
　　　　　　　経営責任者と教学責任者の職務を同時に担っている。
　　　　　　　総長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
　　　　　　　55,053千円と比較した場合それ以下であり、また、事務次官の年間給与
　　　　　　　額23,374千円と比べてもそれ以下となっている。
　　　　　　　東北大学では、総長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
　　　　　　　俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、総長の職務内容の特性
　　　　　　　は上記のとおり法人化移行前と同等以上であると言え、これまでの各年
　　　　　　　度における業績評価の結果を勘案したものとしている。
　　　　　　　また、他の旧帝国大学の長の報酬水準と同水準となっている。
　　　　　　　こうした職務内容の特性や旧帝国大学との比較を踏まえると、報酬水準
　　　　　　　は妥当であると考えられる。
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　監事

　監事（非常勤）
　　　　　　　監事に同じ

【文部科学大臣の検証結果】

　　　　　　　東北大学は、建学以来の伝統である「研究第一」と「門戸開放」の理念を
　　　　　　　掲げ、世界最高水準の研究・教育を創造し、また、研究の成果を社会が
　　　　　　　直面する諸問題の解決に役立て、指導的人材を育成することによって、
　　　　　　　平和で公正な人類社会の実現に貢献することを使命としており、その使
　　　　　　　命をより高度に実現するために、「世界最高水準の知を創造」と「未来
　　　　　　　を拓く変革を先導」の取組みを、総長のリーダーシップの下で推進して
　　　　　　　いる。
　　　　　　　そうした中で、東北大学の監事は、本学の業務を監査する職務を担って
　　　　　　　いる。
　　　　　　　監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
　　　　　　　55,053千円と比較した場合それ以下であり、また、事務次官の年間給与
　　　　　　　額23,374千円と比べてもそれ以下となっている。
　　　　　　　東北大学では、監事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
　　　　　　　俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、監事の職務内容の特性
　　　　　　　は上記のとおりであり、これまでの各年度における業績評価の結果を勘
　　　　　　　案したものとしている。
　　　　　　　また、他の旧帝国大学の監事の報酬水準と同水準となっている。
　　　　　　　こうした職務内容の特性や旧帝国大学との比較を踏まえると、報酬水準
　　　　　　　は妥当であると考えられる。

　　　　　　職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
　　　　　　法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当
　　　　　　であると考える。
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４　役員の退職手当の支給状況（令和３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

12,135
（49,447）

9
(44)

0
(0)

R3.3.31 1.2

千円 年 月

該当なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　 当法人においては、期末特別手当において、当該役員の業績評価に基づき、その額の
　 １００分の２５の範囲内でこれを増額し、又は減額することができることとしている。

注：理事Ａは、当該役員の在職期間を当該法人の役員退職手当規程に適用させて算出した額を記載
　　するとともに、括弧書きで、役員在職期間と教員在職期間を通算した期間（「法人での在職期間」欄
　　の括弧書きの期間）をもって当該役員に実際支払われた額を併記する。

法人の長

理事A

監事A

　　在職期間における法人及び個人の業績などを考慮すると、役員の退職手当の水準は
　　妥当であると考える。

該当なし

監事A

法人での在職期間

判断理由
該当なし

　当該理事は、平成２４年４月１日から平成３０年３月３１日まで震災復興推進担当、平成３０年４月１日から令和３年３月３１日まで社会連携、震

災復興推進担当として、「災害復興新生研究機構」の活動を着実に遂行し、機構がコミットし全学体制で実施する「８大プロジェクト」や、部局が

実施する構成員提案型の「復興アクション１００＋」など、東日本大震災による被災からの復興・地域再生を先導する研究を推進し、その活動・

成果等を本学HPや平成２６年度開催の「第３回国連防災世界会議」、平成２９年開催の「世界防災フォーラム/防災ダボス会議＠仙台2017」等

で世界に向けて発信するとともに、研究成果を活用し国や地方自治体等の防災・復興計画策定等に貢献した。重要な社会課題解決・社会価

値創造を目的とした「社会にインパクトある研究」において、部局の壁を越えた３０の学際研究プロジェクト群の包括的推進と、社会へ向けた広

い発信を通して、昨今国連において掲げられている「持続可能な開発目標（SDGs）」に貢献した。また、東北大学基金の拡充に向けて、戦略的

なファンドレイジングの展開のため、民間企業からエグゼクティブ・マネージャーを登用するとともに、ファンドレイジング専門職員を新たに配置

し、さらなる体制強化を図り、多様なステークホルダーからの支援を受けるため、新たに５つのクラウドファンディングを開始した。これらの取組に

より、令和元年度における東北大学基金の受入額は、平成 27 年度比、約 27％増となり、取組の成果が顕著に表れた。

　当該理事の業績勘案率については、これら担当業務に対する貢献度と国立大学法人評価委員会が行う法人業績評価の結果を総合的に勘

案した上で、経営協議会の議を経て、1.2 と決定した。

法人の長

理事A
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和３年度における主な改定内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　　国立大学法人東北大学職員の給与水準を検討するにあたって、他の国立大学法人等、
　　国家公務員のほか、令和３年職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規
　　模別（東北大学約6,000人）・職種別平均支給額を参考にした。
　　　　(1) 国立大学法人（旧帝国大学）･･･当該法人は、教育・研究事業等において類似
　　　　　　 する国立大学法人であり、法人規模についても同等となっている。
        (2) 国家公務員･･･令和３年において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の
　　　　　　 平均給与月額は407,153円となっており、全職員の平均給与月額は414,729円
              となっている。
        (3) 職種別民間給与実態調査において、当該法人と同等の規模や職種の大学卒の
             ４月の平均支給額は243,938円となっている。
　　また、教職員の業績及び能力の評価を適切に反映できる給与制度を構築するとともに、
　　各部局等に配置可能な教職員の上限数、総人件費の運用枠を設定し、適切な人件費
　　の管理に努める。

　　職員の勤務成績を考慮し、昇格、昇給を実施しているほか、勤勉手当の成績率に反映
　　している。
　　　(1)賞与：勤勉手当（査定分）
　　　　　　６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、
　　　　　　基準日前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支給割合を決定
　　　　　　する。（ただし、人事評価を実施する事務系・技術系職員は、基準日直近の人事評
　　　　　　価結果における実績評価評語を勤務成績に反映させる。）
　　　(2)昇給
　　　　　　５段階ある昇給区分のうちから、昇給日（１月１日）前において、人事評価を実施
　　　　　　する事務系・技術系職員は９月３０日以前１年間、それ以外の職員は１２月３１日
　　　　　　以前１年間におけるその者の勤務成績に応じて昇給区分が決定される。
　　　(3)昇格
　　　　　　勤務成績が良好な職員で昇格基準に達した者は、その者の資格に応じ上位の級
　　　　　　に昇格させることができる。
　　　(4)降格
　　　　　　勤務成績が不良な場合は、下位の級に降格させることができる。

　　国立大学法人東北大学職員給与規程に則り、基本給及び諸手当（職責手当、初任給調
　　整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特
　　殊勤務手当、特地勤務手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、期末手
　　当、勤勉手当、期末特別手当、寒冷地手当、衛生管理手当、特別手当及び招へい手当）
　　としている。
　　期末手当については、期末手当基礎額（本給＋扶養手当＋地域手当＋役職段階別加算
　　額＋管理職加算額）に１００分の１２７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間にお
　　けるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
　　勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本給＋地域手当＋役職段階別加算額＋管理職
　　加算額）に勤勉手当の支給細則に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額として
　　いる。
　　なお、令和 3 年度では、①歯学部附属歯科技工士学校の廃止に伴う教育職本給表（二）
　　の廃止、②フレックスタイム制の導入に伴い、フレックスタイム制が適用される職員の超過
　　勤務手当及び夜勤手当、給与の減額の取扱いを新たに規定、③令和2年度の住居手当
　　額の改正に伴い、手当額が 2,000 円を超える減額となった職員については、改正前の
　　手当額から 2,000 円を減じた額を住居手当として支給する経過措置が、令和3年3月31日
　　で終了、④令和４年２月及び３月に病院の診療業務に従事している助産師、看護師及び
　　看護助手に一時金を支給することを実施した。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

3,766 44.2 6,884 5,015 64 1,869
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,112 43.1 5,930 4,355 92 1,575
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,503 49.6 9,047 6,534 59 2,513
人 歳 千円 千円 千円 千円

753 36.9 5,112 3,764 32 1,348
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

262 38.3 5,286 3,893 46 1,393
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

129 46.4 3,560 2,642 92 918
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 48.1 5,540 4,023 101 1,517
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

28 62.9 3,157 2,653 77 504
人 歳 千円 千円 千円 千円

20 63.1 3,013 2,536 98 477
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 62.5 3,518 2,947 25 571
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

医療職種（病院医療
技術職員）

事務・技術（限定）

平均年齢
令和３年度の年間給与額（平均）

総額

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

指定職種

事務・技術（限定）

教育職種
（大学教員）（限定）

技能・労務職種（限定）

再任用職員

事務・技術

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

事務・技術

区分 人員 うち所定内 うち賞与

常勤職員
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人 歳 千円 千円 千円 千円

371 45.8 3,777 2,909 86 868
人 歳 千円 千円 千円 千円

214 45.9 3,382 2,480 88 902
人 歳 千円 千円 千円 千円

78 49.2 5,654 4,052 74 1,602
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 42.9 3,374 2,611 73 763
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

29 44.6 3,761 3,761 73 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

45 40.6 2,459 2,459 105 0

〔年俸制適用者〕
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,044 43.8 5,824 5,426 63 398
人 歳 千円 千円 千円 千円

49 49.6 6,884 6,884 103 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

698 41.8 6,873 6,278 50 595
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

17 62.3 2,402 2,402 131 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

256 47.1 3,096 3,096 84 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 43.9 5,046 5,046 79 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 43.4 3,933 3,933 51 0

指定職種

注７：常勤職員の技能・労務職種、指定職種、技能・労務職種（限定）、再雇用職員の技能・労務職種、医療職種
　　　（病院医療技術職員）、事務・技術（限定）、非常勤職員の医療職種（病院医療技術職員）については、該当
　　　者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、常勤
　　　職員全体、再雇用職員全体及び非常勤職員全体の数値からも除外している。

注８：常勤職員のうち事務・技術（限定）、教育職種（大学教員）（限定）、技能・労務職種（限定）は、本学では常勤
　　　職員として取り扱っているが、職務等を限定しその他の常勤職員の職種とは給与基準が異なる。

医療職種
（病院医療技術職員）

事務・技術（限定）

教育職種
（大学教員）（限定）

医療職種
（病院医療技術職員）

（限定）

注２：常勤職員のうち「指定職種」とは、特に指定された高度な業務を行う職種を示す。
注３：「技能・労務職種」とは、自動車運転手、機械操作員、実験助手、用務員などの業務に従事する者を示す。
注４：非常勤職員のうち「研究支援職種」とは、給与を教育職本給表（一）相当で決定され、賞与が支給されない職
　　　種を示し、「研究補助職種」とは、給与を一般職本給表（一）相当で決定され、賞与が支給されない職種を示す。
注５：「在外職員」及び「任期付職員」は該当者がいないため記載を省略した。
注６：次に掲げる各区分中の職種については、該当者がいないため記載を省略した。
　　・各区分共通で、「医療職種（病院医師）」、「教育職種（歯科技工士養成学校教員）」
　　・再任用職員のうち、「教育職種（大学教員）」及び「指定職種」
　　・非常勤職員のうち、「医療職種（病院看護師）」及び「指定職種」

技能・労務職種

医療職種（病院医療
技術職員）

研究支援職種

研究補助職種

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

技能・労務職種

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

常勤職員
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人 歳 千円 千円 千円 千円

13 62.4 2,514 2,514 43 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

13 62.4 2,514 2,514 43 0

注４：常勤職員のうち事務・技術（限定）、教育職種（大学教員）（限定）、医療職種（病院医療技術職員）（限定）は、
　　　本学では常勤職員として取り扱っているが、職務等を限定しその他の常勤職員の職種とは給与基準が異なる。

注１：年俸制適用者については、本学では常勤職員として取り扱っているが、年俸制非適用の常勤職員とは給与基準
　　　が異なる。

注２：常勤職員の教育職種（歯科技工士養成学校教員）及び医療職種（病院医師）については、該当者がいないため
　　　記載を省略した。

事務・技術（限定）

注３：常勤職員の医療職種（病院看護師）、医療職種（病院医療技術職員）及び指定職種については、該当者が２人
　　　以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、常勤職員全体、
　　　再雇用職員全体の数値からも除外している。

再任用職員
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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注：年齢20～23歳の該当者は4人以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることか ら、
　　年間給与額の第1・第3分位については表示していない。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

　代表的職位

　　部長 12 55.8 9,507

次長 3 52.2 8,199

　　課長 70 52.7 8,049

　　課長補佐 109 49.9 6,922

　　係長 417 46.2 6,127

　　主任 287 40.9 5,479

　　係員 214 32.3 4,238

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

　代表的職位

   教授 605 55.0 10,743

   准教授 442 47.8 8,622

   講師 89 46.7 8,045

   助教 345 43.2 6,780

   助手 22 48.3 6,496

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

　代表的職位

　　看護部長 1

　　副看護部長 5 56.1 8,016

　　看護師長 37 52.1 6,716

　　副看護師長 115 45.8 6,023

　　看護師 595 34.0 4,764

注２：「看護師」には、看護師相当職である助産師を含む。

千円

8,481～7,827

7,234～6,027

7,101～4,637

6,715～3,740

注１：「看護部長」の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　 平均年齢及び年間給与額は表示していない。

22,626～8,215

14,990～5,927

8,936～6,513

8,248～5,555

6,844～5,760

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

注１：「課長」には、課長相当職である事務長及び室長を含む。
　　　「課長補佐」には、課長補佐相当職である専門員を含む。
　　　「係長」には、係長相当職である専門職員を含む。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

注２：次長の該当者は４人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与の（最高～最低）
　　　については記載していない。

千円

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

11,753～8,464

9,795～6,511

8,022～5,850

7,389～4,779

6,751～3,729

5,980～3,244
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④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

56.7 56.3 56.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.3 43.7 43.5

％ ％ ％

         最高～最低 53.8～34.5 56.6～38.3 55.2～37.9

％ ％ ％

58.1 58.1 58.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.9 41.9 41.9

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～36.1 47.4～36.1 47.4～36.1

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

56.2 56.1 56.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.8 43.9 43.9

％ ％ ％

         最高～最低 52.8～40.3 55.6～40.3 54.1～40.3

％ ％ ％

58.1 58.1 58.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.9 41.9 41.9

％ ％ ％

         最高～最低 53.2～38.8 53.2～38.8 53.2～38.8

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

51.4 52.0 51.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 48.6 48.0 48.3

％ ％ ％

         最高～最低 53.8～46.6 51.0～46.6 52.4～46.6

％ ％ ％

57.8 57.9 57.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.2 42.1 42.2

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～39.2 47.4～38.9 47.4～39.2

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

賞与（令和３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

医療職員（病院看護師）

注：上記比較指標は、法人化前の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和３年度の
　　教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　41.0％
（国からの財政支出額　60，694百万円、支出予算の総額　147,683百万円：
令和3年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（令和2年度決算）

（法人の検証結果）
国からの財政支出の割合は41.0％であり、累積欠損額もなく、対国家公務
員の指数の状況等を総合的に勘案して、給与水準は適切であると考える。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員
の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国
家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につい
て、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関す
る基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合的
に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水準
の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、
適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

講ずる措置 引き続き適正な給与水準の維持に努める。

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　【９６．５】

（法人の検証結果）
国からの財政支出の割合は41.0％であり、累積欠損額もなく、対国家公務
員の指数の状況等を総合的に勘案して、給与水準は適切であると考える。

講ずる措置 引き続き適正な給与水準の維持に努める。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　   ９７．８
・年齢・地域勘案　　　　　　　 　　９９．０
・年齢・学歴勘案　　　　　　 　　  ９３．６
・年齢・地域・学歴勘案　　　　 １００．３
（参考）対他法人　　　　　　　 　　９９．１

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員
の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国
家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につい
て、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関す
る基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合的
に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水準
の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、
適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

　給与水準の妥当性の
　検証

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　８５．９
・年齢・地域勘案　　　　　　　　９３．０
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　８５．３
・年齢・地域・学歴勘案　　　　９２．８
（参考）対他法人　　　　　　　　９９．６

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　41.0％
（国からの財政支出額　60，694百万円、支出予算の総額　147,683百万円：
令和3年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額　0円（令和2年度決算）

項目 内容
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

（扶養親族がいない場合）
事務・技術職員
　　○ ２２歳（大卒初任給）
　　　　月額 182,200円 年間給与 2,706,000円
　　○ ３５歳（主任）
　　　　月額 290,016円 年間給与 4,817,000円
　　○ ５０歳（課長補佐）
　　　　月額 395,804円 年間給与 6,660,000円
　　※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子1人につき10,000
　　　円）を支給

（扶養親族がいない場合）
教育職員（大学教員）
　　○ ２７歳（大学院卒初任給）
　　　　月額 308,884円 年間給与 4,588,000円
　　○ ３５歳（助教）
　　　　月額 355,100円 年間給与 5,898,000円
　　○ ５０歳（准教授）
　　　　月額 494,384円 年間給与 8,319,000円
　　※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子1人につき10,000
　　　円）を支給

職員の勤務成績を考慮し、昇格、昇給を実施しているほか、勤勉手当の成績率に
反映している。
　　(1)賞与：勤勉手当（査定分）
　　　　　６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に
　　　　　対し、基準日前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて支
　　　　　給割合を決定する。（ただし、人事評価を実施する事務系・技術系職員は、
　　　　　基準日直近の人事評価結果における実績評価評語を勤務成績に反映さ
　　　　　せる。）
　　(2)昇給
　　　　　５段階ある昇給区分のうちから、昇給日（１月１日）前において、人事評価を
　　　　　実施する事務系・技術系職員は９月３０日以前１年間、それ以外の職員は
　　　　　１２月３１日以前１年間におけるその者の勤務成績に応じて昇給区分が決
　　　　　定される。
　　(3)昇格
　　　　　勤務成績が良好な職員で昇格基準に達した者は、その者の資格に応じ上
　　　　　位の級に昇格させることができる。
　　(4)降格
　　　　　勤務成績が不良な場合は、下位の級に降格させることができる。
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Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

注：「非常勤役職員等給与」においては、寄附金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される
　　職員に係る費用及び人材派遣契約にかかる費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書
　　「18役員及び教職員の給与の 明細」における非常勤の合計額と一致しない。

64,656,747

① 「給与、報酬等支給総額」は、対前年比「△1.1％」である。
　これは、運営費交付金によって雇用される教職員が減少したことが大きな要因と考えられる。

② 「非常勤役職員等給与」は、対前年比「4.0%」である。
　これは、自己収入等による非常勤教職員の増加及び限定正職員の増加が大きな要因と考えられる。

③ 「最広義人件費」は、対前年比「0.7%」である。
　これは、運営費交付金によって雇用される教職員が減少した一方で、自己収入等による非常勤教職員
　の増加及び限定正職員の増加が大きな要因と考えられる。

④「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、平成30年
　1月1日から以下の措置を講ずることとした。
　役職員の退職手当について、退職手当基本額の調整率の引下げを実施した。
　　役員に関する講じた措置の概要：退職手当の基本額の調整率を、87/100から83.7/100に引下げ
　　職員に関する講じた措置の概要：退職手当の基本額の調整率を、87/100から83.7/100に引下げ

最広義人件費
62,949,893 63,325,097 62,864,682 63,885,041 64,188,615

22,039,048

福利厚生費
7,776,125 7,785,594 7,915,067 8,058,322 8,082,085 8,186,115

退職手当支給額
2,140,934 2,656,589 2,170,758 2,493,639 2,513,998 2,378,013

非常勤役職員等給与
20,350,346 20,140,398 20,086,907 20,620,480 21,182,660

区　　分

給与、報酬等支給総額
32,682,487 32,742,515 32,691,949 32,712,599 32,409,870 32,053,570
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